
施策目標（テーマ）

【担当課（関係課）】
スポーツ・青少年局 学校健
康教育課

【活動指標（アウトプット）】
③　学校保健委員会の設置率（公立学校全体（大学を除く）
（２４年度実績：９１．６％/目標・２５年度１００％）
④　薬物乱用防止教室の開催率（公立中学校・高等学校・中等教育学校）
（２４年度実績：８７．１％/目標・２５年度・１００％）

【成果指標（アウトカム）】
①　朝食を欠食する子どもの割合（小学校）
（２２年度実績：１．５％/目標・２７年度・０％）
②　家庭・地域と連携した食育推進のための実践的な取組の好事例
（２３年度実績：愛知県安城市における事例など/目標：好事例の創出）

１　児童生徒の心身の健康課題を改善
する。

【成果指標（アウトカム）〕】
①学校安全に関する取組の好事例
（２４年度実績：長崎県、神奈川県における事例など／目標：好事例の創出）

【成果指標（アウトカム）】
① 保健学習推進委員会報告書における健康は幸せな生活を送るために重要だと考えて
いる児童生徒の割合
（２２年度実績：高３男子・９０．１％、高３女子・９３．１％）
②　薬物等に対する意識等調査報告書における薬物乱用に対する考え方で、「絶対に使
うべきでないし許されることではない」と答える割合
（２４年度実績：小６・９４．２％、中３・８９．６％、高３・８８．７％/目標・２８年度・小６、中３、
高３、１００％）

【施策の概要】
　児童生徒が心身とも
に健やかで安全に成長
していくことができるよ
う、学校・家庭・地域が
連携して心身の健康と
安全を守ることのできる
体制の整備を推進する
とともに、児童生徒が自
らの心身の健康をはぐく
み、安全を確保すること
のできる基礎的な素養
の育成を図る。

３　学校における児童生徒の安全を確
保する。また、東日本大震災の教訓を踏
まえた防災教育・防災管理等の充実を
図る。

政策目標２　確かな学力の向上、豊な心と健やかな体の育成と信頼される学校づくり

達成目標 主な成果指標（アウトカム）／活動指標（アウトプット）

【活動指標（アウトプット）】
③　栄養教諭配置数の増加数（人／年）
（２４年度実績：３６８人/目標・２７年度・４００人～６００人 ）
④　学校給食における地場産物の使用割合（食材数ベース）
（２３年度実績：２５．７％/目標・２７年度・３０％）

施策目標に関する中長期的な達成目標と指標（平成２５年度に実施する施策）

４　健やかな体の
育成及び学校安
全の推進

２　児童生徒が食に関する正しい知識や
望ましい食習慣を身につける。

【活動指標（アウトプット）】
②　児童生徒等に対する安全指導について、学校安全計画の中に学校安全の３領域（生
活安全、交通安全、災害安全）の内容のいずれかを盛り込んでいる学校の割合
（２３年度実績：９５．２％/目標・（Ｐ））（※隔年調査）
③危険等発生時対処要領（危機管理マニュアル）を作成し、災害安全に関する内容を盛り
込んでいる学校の割合
（２３年度実績：９０．３％/目標・２５年度・１００％）（※隔年調査）
④　地域のボランティアによる学校内外の巡回・警備が実施されている小学校の割合
（２３年度実績：９３．９％/目標・２７年度・９５％）（※隔年調査）



達成手段

達成手段
（事業・税制措置・諸会議等）

２３年度
補正後
予算額
（千円）

２４年度
補正後
予算額
（千円）

２５年度
当初予
算額
（千円）

行政事業
レビュー
シート
番号

関連する
指標

担当課

今後の健康診断の在り
方に関する調査研究

19,176 1,574 3,985 ００７１ 達成目標
１

学校健康
教育課

学校における労働安全
衛生等啓発資料の作成
（廃止）

19,441 - - －
達成目標
１

学校健康
教育課

学校において予防すべ
き感染症の指導参考資
料の作成（廃止）

21,396 - - － １－①
学校健康
教育課

薬物乱用防止教育推進
事業

43,372 30,425 25,363 ００７２
１－②、

④
学校健康
教育課

子どもの健康を守る地
域専門家総合連携事業
（廃止）

29,890 - - － １－①
学校健康
教育課

児童生徒の心と体を守
るための啓発教材の作
成

80,165 74,938 73,735 ００７４
１－①、

②
学校健康
教育課

児童生徒の現代的健康
課題への対応事業

40,067 38,911 27,395 ００７３ １－①
学校健康
教育課

健康教育関係調査費等 18,707 15,928 16,010 ００７５
達成目標

１
学校健康
教育課

学校内で安全を見守る
支援的スタッフに関する
調査研究（廃止）

38,714 - - －
３－①、

④
学校健康
教育課

生徒の安全な通学のた
めの教育教材の作成
（廃止）

17,986 - - －
３－①、

②
学校健康
教育課

学校安全推進事業 36,680 50,258 203,807 ００７６
３－①、
②、④

学校健康
教育課

栄養教諭を中核とした
食育推進事業

79,359 72,584 87,578 ００７７
２－①、
②、③

学校健康
教育課

学校給食の衛生管理等
に関する調査研究

60,110 59,443 41,739 ００７８
達成目標

２
学校健康
教育課

栄養教諭育成講習事業 5,071 1,496 1,388 ００７９ ２－③
学校健康
教育課

食生活学習教材の作
成・配布

77,067 62,701 62,697 ００８０
達成目標

２
学校健康
教育課

学校給食における地場
産物の活用促進事業

28,852 20,284 17,163 ００８１ ２－④
学校健康
教育課

学校給食の現代的課題
に関する調査研究

15,909 7,985 7,448 ００８２
達成目標

２
学校健康
教育課

災害共済給付事業
2,561,31

2
2,560,42

9
2,559,46

4
００８３

達成目標
３

学校健康
教育課

日本学校保健会補助 45,102 45,102 45,102 ００８４
達成目標

１
学校健康
教育課

防災教育支援事業（学
校における地震・津波
対策に係る対応マニュ
アル作成・配布）（復興
関連事業）（廃止）

35,579 - - －
３－①、
②、③

学校健康
教育課

安全安心のための学校
給食環境整備事業（復
興関連事業）（廃止）

116,875 - - －
達成目標

２
学校健康
教育課

学校保健課題解決支援
事業

- 40,269 36,121 ００８５
達成目標

１
学校健康
教育課

薬物乱用防止教育の充実を図るため、大学生向けの啓発教材の作成等を行うとともに、薬物
乱用防止教室推進のための講習会の実施、シンポジウム等を行う。

防犯教室や交通安全教室の講師となる教職員等を対象とした講習会を実施するとともに、心
肺蘇生法の実技講習会を実施する。
　また、通学路の安全を確保するため、特に対策が必要な市町村に対し、通学路安全対策ア
ドバイザーを派遣し、専門的な見地からの必要な指導・助言の下、学校、教育委員会、関係機
関等の連携による通学路の合同点検や安全対策の検討を行うとともに各地の取組の成果を
全国に周知し、通学路の安全対策に関する情報の共有を図る。
　さらに、先進事例調査、活動内容調査、事業効果分析などの調査研究を行い、道路整備、交
通規制、交通安全教育の総合的な安全対策を効果的に推進する。

学校の管理下で災害にあった児童生徒等の速やかな救済とともに学校教育の円滑な実施に
資するため、災害共済給付（医療費、障害見舞金又は死亡見舞金の支給）を実施する。

児童生徒の現代的健康課題に対応するため、地域の実情を踏まえた医療機関等との連携な
ど課題解決に向けた計画の策定、それに基づく具体的な取組に対して支援を行うとともに、そ
の結果等について全国的な発信を行う。

地場産物活用促進に取り組む３都道府県において、地場産物に関する食育教材の開発等を
行うほか、地場産物を活用した学校給食のメニュー開発コンテストや調理員を対象とした調理
講習会を開発するなど、総合的に地場産物活用を推進することにより食育の推進を図る。

食品の安全については、規制値を超えるものが出回らないよう、出荷段階で検査が行われ、
出荷制限等の措置がとられることとなっているが、より一層の安全、安心を確保する観点か
ら、学校給食の食材の検査を行う自治体を支援する事業を実施する。具体的には、１７都県を
対象に、学校給食の食材を事前検査するための機器を整備する費用の一部を補助する。

児童生徒が自らの食生活を考え、食に関する実践力を身に付けることができるようにするた
め、小学校低学年から継続した食に関する指導を行うための学習教材を作成し、配布する。

中学校における学校給食の実施率改善、学校給食費未納問題への対応、個別指導への対応
など、学校給食を取り巻く行政上の課題に対応するための調査研究等を行う。

達成手段の概要

児童生徒が自らの心と体を守ることができるようにするため、がん予防の大切さ、喫煙、飲酒、
薬物乱用や性感染症などについて、総合的に解説する啓発教材を作成し、配布する。

児童生徒等に対する健康診断について、今後の在り方等についての調査結果等を踏まえ、有
識者会議を開催し検討する。

教職員や医療関係者を対象とした各種感染症の解説、学校の管理体制、医療機関との連携
等に関する指導参考資料を作成し、配布する。

栄養教諭による実践的な取組や教育委員会による食育推進機能の強化等により、栄養教諭
の一層の配置拡大による食育指導体制の充実を図る。

現職の学校栄養職員が円滑に栄養教諭免許状を取得できるようにするための講習会を開設
する。

学校給食における衛生管理の在り方についての調査研究を実施する。また、退職栄養教諭・
学校栄養職員等を衛生管理に関する指導補助者として委嘱し、指導主事等とともに、学校給
食衛生管理基準の施行後の状況調査・指導を行う。

学校における労働安全衛生体制の充実・強化を図るため、学校管理職等を対象とした啓発資
料を作成し、配布する。

今回の大震災で明らかになった教訓を踏まえつつ、地震・津波が発生した場合の具体的な対
応について参考となるよう共通的な留意事項をとりまとめたマニュアルを作成し、配布すること
で、早急に各学校における「危険等発生時対処要領」の内容の充実を図る。

学校において専ら学校安全対策に従事する支援的スタッフなどの施策展開も視野に入れ、こ
れまでの取組の先進事例の調査や活動内容の分析等を行う。

通学時に生徒が自ら安全な行動をとれるようにするため、中学生・高校生を対象とした教育教
材を作成し、配布する。

全国学校保健研究大会等各種研究協議会の開催や、健康教育に関する文部科学大臣表彰
の実施を行う。

専門医等を学校に派遣し、専門家による教職員への指導助言、講話や講演、児童生徒等の
健康相談等を行う。

公益財団法人日本学校保健会が行う学校保健に関する普及指導事業、調査研究事業及び健
康増進事業について、必要な事業の一部を補助する。

アレルギー疾患など児童生徒の現代的な健康課題に対して、教師が正しく現状を把握し適切
な対応を行うことができるよう、講習会等を行う。また、学校において適切な性に関する指導が
実施されるよう、各地域における指導者養成と普及を目的とした研修会を行う。



小学校における保健教
育の指導参考資料の作
成（廃止）

- 26,479 - －
１－①、

②
学校健康
教育課

防災教育推進事業 - 60,135 139,702 ００８７
３－①、
②、③

学校健康
教育課

実践的防災教育総合支
援 事業（東日本大震災
復興特別会計）（廃止）

- 252,766 －
００８８

３－①、
②、③

学校健康
教育課

心のケア対策推進事業
（新規）

- - 29,173
２５年度

新規事業
００１４

達成目標
１

学校健康
教育課

中学校における保健教
育の指導参考資料の作

成（新規）
- - 14,827

２５年度
新規事業

００１５

１－①、
②

学校健康
教育課

学校給食における食物
アレルギー対応に関す
る調査研究

- - 12,248
２５年度

新規事業
００１６

達成目標
２

学校健康
教育課

安全・安心のための子
どもの健康対策支援事
業（新規）

- - 216,269 （P）
達成目標

１
学校健康
教育課

東日本大震災を踏まえ、自然災害等の危険に際して自らの命を守り抜こうとする 「主体的に行
動する態度」を育成する防災教育、支援者となる視点から「安全で安心な社会づくりに貢献す
る意識」を高める防災教育、地域住民や保護者・関係機関との連携体制を構築・強化しながら
児童生徒及び学校の災害対応能力を高める防災訓練等の手法を開発・普及するための支援
を実施する。

保健教育の充実を図るため、学校における保健教育の実施状況を踏まえ、課題を明確にした
上で、改善点を踏まえた教職員を対象とした資料を作成し、配布する。

児童生徒の食物アレルギーの実態や食物アレルギーに対応した学校給食の体制等の取組状
況を調査するとともに、有識者による検討会議において学校給食における食物アレルギー対
応に関する課題等について検討を行い、対応の充実を図る。

児童生徒や保護者のより一層の安全・安心の確保の観点から、学校給食における放射性物
質を測定するための検査等や放射線に対する不安により屋外活動を控えている児童生徒の
精神的ストレスや運動不足を解消するための医師やスポーツトレーナーの派遣などへの支援
を実施する。

学校における児童生徒等の心のケアに対する対応の充実を図るため、教職員等を対象とした
研修会、シンポジウム、教職員向け指導参考資料の作成等を行う。

学校における保健教育の実施状況を踏まえ、課題を明確にした上で、改善点を踏まえた資料
を作成し、学校における保健教育の一層の推進を図る。

東日本大震災を踏まえ、自然災害等の危険に際して自らの命を守り抜こうとする 「主体的に行
動する態度」を育成する防災教育、支援者となる視点から「安全で安心な社会づくりに貢献す
る意識」を高める防災教育、地域住民や保護者・関係機関との連携体制を構築・強化しながら
児童生徒及び学校の災害対応能力を高める防災訓練等の手法を開発・普及するための支援
を実施する。また、防災教育に関するアンケート等を実施し、評価の手法についての検討を行
い、実際に行われている防災教育の効果を客観的に検証し、防災教育の体系化につなげる。
さらに、教職員や児童生徒等の防災に対する意識の向上を図るため防災教室の講師となる教
職員等を対象とした講習会を実施する。


